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１本論文紹介の意義
アメリカにおける私企業では，いわゆる会社法規部（1egaldepartment，
lawdepartment,generalcounsel）を設置し，これを企業経営の意思決定
(decisionmaking）から法的危険（legalrlsks）を回避するために積極的に
（１）
活用していることは常識化されている。ちなﾕﾍに，Ｓ・Ｃ・カイマソがその
②
論文「会社の法律上のサービス」で紹介しているようIこ，アメリカにおいて
大企業では90％以上の会社が会社法規部を設置ば，中堅企業では50％以上，
している。
リカの企業における会社法規部はわが国の企業における法規さらに，アメ
部と異なりいわゆる社内弁護士（insidecounsel，housecounseLcorporate
lawyer，corporateattorney）を中心とする人的組織として構成されている
１２６
③
ところに特色がある。ところ力:，このよ うな社内弁護士を擁する会社法規部
を設置している企業においてもいわゆる社外弁護士 (outsidecounseDを利
用している企業が多い。 物的組織が充実す理論的に象て会社法規部の人的，
れぱ社外弁護士の利用は不必要であり， かつ，不経済であるとも考えられる
社内弁護士と社外弁護士とのに，なぜ社外弁護士を活用するのか，ここに，
の関係が問題となる所以である。
社内弁護士のほかに， 社外弁護士の利用は小型法規部であらゆる専門分野
についての専門弁護士を擁しえない企業が社外弁護士を補充的機能として利
用するものとも解せられる向きもある。 しかし，アメリカの企業においては，
社外弁護士はむしろ大企業の法規部にこそ積極的に利用されているのであっ
Iま消極的であるといえる。企業が社内弁て，いわゆるごピンチヒッター論＝
護士のほかに社外弁護士を擁することの積極的な必要性はどこにあるのか。
私は社内弁護士の不利性（disadvantage）をカバーすると共に社内弁護士と
（４）
社外弁護士の相互協力体制にあると解している。本論文Iま，この点について
論及したものである。
わが国の企業においてもよ
つつあるが，その人的組織に
うやく会社法規部の設置の機運が徐交に高まり
おいて＝社内弁護士による=完全なる会社法規
部の実現はごく稀にみるケースに過ぎないといえる。社内弁護士の導入を阻
（５）
止する諸要因もあるが，わが国の企業力:真にアメリカの大企業と対等に取引
をするためには社外弁護士の承ならず =弁護士
さらに，
(社内弁護士）による完全な
る会社法規部＝を設置したそのうえで， 社外弁護士の活用が必要と
なる時が来るであろう。このような背景にあって，本論文はわが国の学者，
経営者，実務家等にとっても，一読の価値あるものと思われる。
(1)道田信一郎著『アメリカのビジネスと法」１４頁以下
大矢息生著『現代経営法学入門」３頁以下（1966年）
小島武司編『会社法務入門』３頁以下（1979年）
(2)StanCKaiman:ＣＯやoγα′eLegzzノＳｅ”fce；α
LazUy”,Vol,26,No.４，ｐ､１１３５（1971）
スと法」１４頁以下（1964年）
Ｐ"j醜”，T7ieBZzSf"CSS
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カイマンの論文は，1967年にナショナル・インダストリアル・カンファレンス
・ボード社が行なった調査報告書をあげて会社法規部の実態を説明している。同
論文は，今から13年前に発表されたものであることを考慮すれば，その後，会社
法規部を設置した企業数は増えているものと推測される（ＴｈｅＡｍｅｒｉｃａｎＢａｒ
ぱ
Foundation,Lczzoy〃尺幼0汀（1971)）
大矢息生著『会社法規部』９８頁以下（1978年）
大矢息生述「会社法規部小論」国土舘法学第７号124頁（1975年）
大矢息生署『会社法規部」９９頁
(3)
(4)
(5) わが国における企業に社内弁護士の導入を難しくしている理由としては， つぎ
の理由をあげることができる。
第１に，弁護士の使命を“プロフェヅション（profession）としての弁護士'’
に置き， 弁護士の本質を自由業に求めていること。
第２に，弁護士の絶対数が少ないこと。
第３に，弁護士の私企業への就職の許可制を採用していること（弁護士法30条
3項)。
第４に,いまだ受入側の企業における年功序列，終身雇用，学歴偏重の賃金体
系では企業への進出意欲が阻害されていること。
第５に，アメリ力のようにわが国の弁護士側が社内弁護士制度になじんでいな
いこと。
しかし，
ている。
これらの理由についてごく一部の弁護士自体の中にも批判が生れてき
２本論文の構成
本論文（I"Ｓｉａｅ〃ｓｏ"ｵsi`ＰＣ”"SCJ）は，Ｊ・皿・スザバット氏と，。
ガアセン氏が共同で1972年ＡＢＡ (AmericanBarAssociation）から刊行
一」（ＴｈｅＢ"ｓｊ"essLazUye7）の第28巻第いる「ザ・ビジネス
(November，1972）
されて
１号（ＮＣ，
じたアメリ
時，スザバ
・ロイヤー
に発表された社内弁護士と社外弁護士の関係を論
本論文を報筆された当
ア州の弁護士会。ガアセ
力における典型的な論文の１つである。
卜氏はニューヨーク州およびコロンビア州の弁護士会，痔 パツ
ン氏はニュー
当時，アメ
ヨーク州の弁護士会のそれぞれのメー バーであった。
力の企業につぎつぎに会社法規部が登場し， 会社法規部設置リ
128
の企業は増大の一途にあったが，それ自体は目新しいものではなかったｏち
（１）
な承に，本論文の染ならず，.Ｓ・ルーダーがその論文でも述べているよう
（２）
に，1957年には，15,000人から20,000人の社内弁護士が存在しており，全法
律家の約７～８％を占めていたが1970年には，30,000人から40,000人の社内
（８）
弁護士が雇用されており，全法律家の約10％を占めているという。
同論文によると， およそ２３５ ,000人の弁護士は開業しており， そのうち半
数は，単一の開業（singlepractitioners)，残りはローファーム（lawfirms）
（４）
に所属している。社内弁護士の数Iよ’個人開業の弁護士の数より急速に増加
過去20年間に社内弁護士が職業的に認められ企業にとしている傾向にあり，
って有益なしのに成熟してきていることは重要なこ とである，という。本論
会社法規部の役割を社内文の目的は，この考察を分析すること，すなわち，
からまた社外からの世界一特に社外弁護士に関連して調べることによ り分析
することにある，とされて’
具体的な本論文の構成は，
とされている。
社内弁護士の会社内部の立場と役割， 社内弁護
士の外的役割』 法律の様点な領域における社外弁護士と社内弁護士の役割
社内弁護士と社外弁護士の役割と姿勢の相違， 法人の方針の設定または指導
の際の社内弁護士の役割， 一般大衆に対する社内弁護士と社外弁護士の責任
および結論と若干の付録から成っている。
(1)ＤａｖｉｄＳ･Ruder:ＡＳ"gges"o〃ＦＤγＪ"cγｅａｓｃａＵＳＢＱ／ＣＯ"0γαｆｅＬａＤｕ
Ｄ幼”Z抑‘"ｔｓＤｚｎ`ｂα”〃Co7Poγαﾒｶﾞoγ'７池Ｂ"ｓｉ"cssLczzUy”，Ｖ０１．２３，Ｎｏ．
２，ｐ３４１（1968）
大矢息生述「いわゆるルーダーの会社法規部論」比較法制研究３号95頁以下
（1978年）
(2)TheAmeriCanBarFoundation:LazUy”Ｓ/αﾉｶﾞs/icaノＲ幼”Ｚ（1958）
(3)TheAmericanBarFoundation:LazUy”ＳＺα"sficaJR””Ｚ（1971）に
よると33,593人の弁護士が私企業に雇用されている。なお，1970年には社内弁護
士は3,240人の弁護士が登録されていた。
(4)大矢息生署『会社法規部」９９頁。
(5)TheAmericanBarFoundation:Ｌａｚ(/y”ＳｵajisricczJR"0ﾌﾟオ（1971）
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３本論文の内容
１会社内部の立場と役割 大部分の大会社では，k，法規部のスタッフの
を有し社長（president）
ており，法規部長は取
・が多く，会社の総務部
上に法規部長(chieflegalofficer,generalcounsel）
や会長（chairmanoftheboard）
締役会（boardofdirectors）の〆
の直轄下におかれ おり，
ソバーである場合が多く，
を兼ねている場合が多いという。長(corporatesecretary）
会社のとるほとんどすべての行為は "法による規制，，を受け，，会社法規部
会社の法規部の社内弁護士の潜在的行動範囲は無限に近いと言われている。
社内弁護士は会社の重役に対する顧問としての役割を果長としての立場で，
たす。また， ある会社では社内弁護士の役割は， 最終決定を下し，営業にお
;としての法的危険（1egalけるすべての商的危険（businessrisks）の１部としての法的危険
risks）を考える業務部に対して危険を指摘するとい うことに制限されている，
と述べている。会社法規部が，法律専門の補助またはサービス部署(service
としての性格上当然のことdivision）
２社
でなく，
ともいえよ う。
社内弁護士の外的役割 法規部長は，会社の総務部長であるばかり
株主や資本市場を含む種点の関連ある機能に対して責任を持つほか，
政府機関や国や州の機関を扱うという外部の役割を持っている， という。会
<に．３つ社法規部の部長としての外的役割は広範囲にわたっているが， とくに，
の増大しつつある活動分野としてつぎの３つの事項をあげている。
（１）環境保全（environmentalprotection）の分野は，会社法規部にとっ
て経営者（特に生産部門の）と同時に増大しつつある関心事である。
しばしば当惑的な政策発表のある賃金や価格や地代の安定，(2) 指導原理
や法制は，会社法規部の多くの時間を費やしてきている。
少数民族や女性などに対する差別を扱う立法や法規。(3)
このうち第１と第３の分野は大きく増大しそうであり， 第２の分野は当座
のものであるかもしれない，という。
法規部の最も重要な外部の機能は， 法規部長に報告を行なう社外弁護士と
１３０
の関係である。理論的にIま，社内の法規部門の存在は，社外弁護士の使用を
社外弁護士と社内弁護士の機不必要なものとするであろうし， それゆえに，
能の間には根深い潜在的な衝突があるという。
費用が法規部門の確立と成長の主要な理由として与えられてきた。比較的，
社内弁護士によって率いられる法規部の大きさをどう決定するかと同様に社
製品を「生産する」か，「購入す外弁護士を雇用するかを決定することは，
社外弁護士の雇用は社内弁護士が行なうべきる」かとは同じことではない。
第１に，会社に影響を与えるあらゆる重要な役割を残すことになるという。
第２に，社主要な法律分野に法律の専門家を雇用できる会社は少ないこと。
より効率的に外部の弁護士を利用している。内弁護士は，ますます，そして，
法規部門がなかった時代よりもはるかに会社における社外弁護士の役割は，
効率的である，と。
しかし，多くの経営者は， 社外弁護士の行動の法的意味あいを知らないか
気が‘ても彼らは社外弁護士に依頼することに，屯しれない。もし， 知ってし
社外弁護士に相談することは金銭的の承ならず， 時進まないかもしれない。
さらに，それは否定的な勧告間のむだであるこ とを意味するかもしれない。
社外弁護士が経営者に呼ばれたとしても，という結果になるかもしれない。
彼の参加範囲というものは， かなり限定されたものになるであろう， という。
oｆＧｅ－1958年から1960年まで会社法規部長会これに対し，
neralCounse
(Association
ralCounsel）の会長を勤め，
づげを持っているレオン・ヒワ
会社法規部門の役割を評価する独創的な格
け いるレオン・ヒックマン（LeonEHickman）は，次のよう
に述べていることを引用している。
｢会社機構の中で働いている社外の弁護士は， 社内の弁護士の恩恵がなか
社内の社員の一人に逆に影響を及ぼす何かが発見されなかったったならば，
ならば．だ；だれの保護も尽きてしまう という困難に常に直面した。 社外弁護士
中で．まつが､ 会社機構の中で自由に動くことができないのは， 人間の体の中で，
たく異質の物質が受け入れられないと同様である。 会社法規部の介在のため
になっている。社内弁護に，世の中のすべての相違というものが，この関係になっている。
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士は，内部の者であり，法人の中の１部であり，死体がどこに葬られるかを
適切なことだと受け入れられている。知っているということは，
外弁護士を助言者として，
の調査を行なう。彼らは，
彼らは，社
士は，内部
う。彼らは，
また，同僚として雇用する。社内弁護士は，
社外弁護士を，同等の専門家として扱う。１
法的感受性の点を診断する専門的資格があり，社外弁護士は，同じ立場の専
（１）門家の間で議論することにより，分析を自由に試糸ることｶﾐできる」と。
会社法規部の出現と拡張のために， 会社が社外弁護士なしで結果的には，
やっていくどころか，このような社外弁護士をより効率的に使っていく結果
になったばかりか，社外弁護士Iこよ
であろう，という。
って行なわれる法的仕事力江 ﾘ増加した
法律の様々な領域における社外弁護士と社内弁護士の役割 会社法
る，そ
３
より詳しく理解するためには， 様だな法律分野における，規部の役割を，
必要なことである。公益事業体や専門的調整団の活動を再検討することは，
体など公共法人の議論をはぶき， 一般的な企業にもっともひんぱんに影響を
与える法律の分野を吟味することによって， 社外弁護士と社内弁護士は，相
､う点の正当性をためすことができる，と１J互に補ない，強め合う とする｡
法人税の申告の準備や作成等という基本的な仕事は会計士にあ③租税
る。ここにまた，社内の会計部署（accountingdepartment）と外部の取締
その支配のもとに内部監査にあたる会計監香役〔会計役会により選任され，
監査官（outsideauditors)〕との間に， 社内弁護士と社外弁護士との関係と
外部の会計監査役は，公衆に対して特別の責任似たおもしろい関係がある。
社外弁護士の基本的な責任感は訴訟依頼人に対してであ感を持っているが，
社内弁護士の雇用者に対する関係と実質的に同このことは， じである
こめ、より
る。
が, ただ社外弁護士はより独立的であり より隔たった存在であるため，
客観的な立場にあるという。
会社内での租税の特別な問題を含む場合や税法の解釈， 訴訟の場合には弁
また，租税に関する専門化によ護士が呼び入れられる。
(accountingfirms）は，
り多くの会計事務所
そのために，弁護税に関する法律を扱っており，
1３２
社外の税弁護士を使いたが
りartment）を有し，税法の
士や税務の専門知識を特つた者を雇用している。
その中に税部門（taxdepartment）らない巨大な会社では，“
専門家を雇用しているが， 一般的には社内弁護士は税に関する一般的な助言
税法の解釈や訴訟などの難解な領域は， 外部を与える役割を果たしている。
の税専門家の活動範囲であるという。
⑩）反トラストと他の事業法規去規いかなる会社法規部でも，それなりに専
ﾄ法（Anti-Trust）やロピンソンーパヅトマソ
Anti-DiscriminationProvisions）や事業法
門知識でないにせよ反トラス
反差別法（Robmson-Patman
規一般の分野の基本的知識を持っていなければならない。 様々な顧客との取
れ，困難な問題に引において生ずる日常的な問題は社内弁護士によ って扱われ，
ついては社外弁護士に相談するこ とを希望するが，ここに衝突が生ずる，と
社内弁護士は一般的に合法性という "灰色の分野,,（greyarea）を行
)技術的であり，従順性や少なく
いう。
なうことを許されており，社外弁護士はより技術的であり，
文献の提示という管理上やっかいなことを要求される傾向にあるからとも
である。しかし，これは建設的な不一致でありこの不一致しない態度や見解
の妥協を通じて法的には健全で実際的な解決に至る， と説く。
法律違反を起ころうとした場合に，内部の弁護士のとるべき役割
り，専門能力を駆使して，それを阻止するようにする義務があり，
社内で，法ｉ
は明瞭であり，
社外弁護士は， 法律に関係のない事業経営に関する衝突が起った場合に頼り
にされるという。
（c）製造物責任過失と不法行為
(ProductLiabilitv）等の不法行為⑦
多くの企業は保険によって製造物責任
Li lity)等の不法行為の責任から自己を守ろうとするが，その行
動はより批判的な屯のになっている。企業が責任保険（liability insurance）
さらに超過をかげようとするが，政策によって控除額がかなりの額になる。
製造業者の自社製品に対する責任が裁判所により拡張し保険の訴訟が増え，
最高経営陣や取締役会にとっても大きな関心事になっているが，つつあり，
社内弁護士と社外弁護士の細心の注意が必要となる，このことは，
とくに，社Ｉ
という。
社内弁護士は， 潜在的な発覚という結果になるかも知れない会社の
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知っているとい生産の情報，数量の統制， 販売活動などすべての活動をよく
う立場上，
（｡）契】
基本的な責任を持つべきであると説く。
大企業においては毎日いくつかの契約をする。約 その多くは日常
の売買に関するものであるがこれらのものは社内弁護士によって用意され，
社内弁護士は，社外弁護
edgeoffacts）ができる
社外弁護士によって検討された形式をとっている。
士よりも社内事情に通じ的確な事実の認識 (knowl dge
日常的ではないが契約が交渉され締結される場合，立場にあるので，
階から参加し，：
早い段
合，社議論を立案することが望まれ，難解な疑問が生じた場合，
社外弁護士からは付加的でまた異なった考えの利点外弁護士に相談される。
が得られるからである，
に）Ｓ・Ｅ・Ｃと法ノ
れるからである，という。
・Ｅ．Ｃと法人財政会社にとってＳ・Ｅ・Ｃ（証券取引委員会）
弁護士のかなりの時間を費やす法律分野であるという。 多くの仕事は，Iま，
報告書の整理や日常的な仕事であり， これは社内の法規部によって監督され，
行なわれるのが最善である，としている。 法人財政の複雑な問題については
設立趣意書や証券発行届出書の準備な社外弁護士の参加を含むべきであり，
どにおいては社内弁護士と社外弁護士が参加すべきであるという。
すべての合併と原始取得には二つの局面を含むとい合併と原始取得
第１の局面は，調
（f） １
う。 １（
ろ。彼は，
査と交渉とからなり，この段階で社内弁護士は参加す
適切なときに社外弁護士と潜在的な問題を鑑定する立場にあり，
後者はその取引約定を組糸立てるのに役立つという。相談すべきであるとし，
第二の局面一それは，株主総会や証券の取引契約がいったんなされると，
登録等一は，社外弁護士の側の積極的な参加を必要とする，と説く。
（９）国際協定外国籍企業（multi-nationalcorporations）が増大するに
つれて，社内弁護士は，外国法によって律せられ，多数国の協定を起草した
り検討したりすることが多くなる。社内弁護士は， 国際業務の組糸立てや完
う重要な役割を演じなくてもよい。外国の専門家と直接交渉するとい成で，
外国の専門家と交渉するという重要な役割は社外弁護士の協力が絶対的に必
要であるという。
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仏）専売特許，登録商標と著作権これらは高度Iこ専門的な分野であり，
たいていの大きな法人は技術や研究開発部門に関して密接した仕事を持ち，
特許申請の準備や特許局に直接働く独自の特許部門（patentdepartment） を
彼らは会社の知的財産に対して責任を持っており， 特に難解な持っている。
問題が起こった場合や潜在的あるいは実際の訴訟がある場合に外部の特許弁
護士（patentcounsel社外弁護士）が利用される。この分野で社内弁護士
の役割は基本的に監督的である。
これは増大しつつある分野であるが，(i）従業員カウンセリング そのほ
して行なわれ，社外弁護士は何の役割とんどは社内弁護士の法的サービスと
をももたないという。
（j）訴訟訴訟は，一般に専門的能力を必要とし，特殊化でないにしろ，
（２）
外部の弁護士によって管理さｵしるべきである，と説く。社内弁護士は，会社
の中で事実を集め，評価するというより有利な立場にある。
会社とその経営陣および重役に関する法的責任の監査 消費者主義(k）
や環境保全の責任や会社責任一般の増大につれて法人やそ(consumerism）
苦情，訴訟というものがますます多くなりの経営陣や重役の責任あるいは，
っっあるという。確かに， 重役会や会社の経営者の側の潜在的訴訟責任に関
このような摘発内容の定期的検討は強く望まれする認識が増大しつつあり，
ている。社内弁護士は事実’ 経営陣および重役の法的監査は他の会を分析し，
社の業務を検討することから得られた知識をもっている社外弁護士によって
（８）
行なわれるべきである，とし､う。
(1)Ｌ,Ｅ・Hickman：ｉ〃んｉｓαγfic化、〃ＣＯ”0γczleLegaJDeP””e"rsRcUjsirBa，
October，1971,jVbcuYoγﾉﾚＢ”ん”"αﾉ,pp391-393．
(2)Ｏ〃８，"izaZi0〃/b7LcgmW1oγA:ConferenceBoardRecord.ｐ367（1959）
(3)DudleyE､Browne:Ｗ血zオオハeErec""ｕｅＥ”gcfsoﾌﾞｵﾙｅＬｅｇｚＪＪＤ幼αγf‐
碗c"'，α“γCSS’０ＣＯ碗加がｊｅｅｏ〃ＣＯ"0γαﾉｅＬａｚｕＤ"αγ”c"'s，LosAngcles
CountyBarAssociation,February，１４（1962)．
社内弁護士対社外弁護士（大矢息生） 1３５
社内弁護士と社外弁護士の役割と態度の差異 会社法規部の役割を４
評価するにあたり，最も興味ある点は，
態度の差異であるという。弁護士とい
社内弁護士と社外弁護士との役割と
うものは， 皆，予防的な法律事務に携
事前に訴訟依頼人に助言をつまり事が面倒になった後ではなく，わること，
与えること，これができる ことが理想だと考えるものであるという。 だとす
れぱ社外弁護士にとってはこの理想を実現することは非常に困難なことであ
訴訟依頼人の方が出向いてゆかねばならず，る。その理由は， 彼はそうした
がらないのが普通であり，他方， 社外弁護士は率先して手を打たなくてはな
らないのだが，彼のほ
らである，と説く。
うがあまりにも多忙または乗 り気でないこともあるか
これに反して，
が高いし，容易、
を保っているｄ
弁護士の「仕事．
社内弁護士が予防的な法律に携わることは， 非常に可能性
容易ですらあるという。社内弁護士は，自己の経営者と常に連絡
かかわり合っている時間的長さから見て経営者は社内また，
仕事上の同僚」でないにしても，
社内弁護士が有能であれば，自社の業務や；
実際には彼の同僚なのである。
自社の業務や計画を理解するし，将来起こる法
律的な諸問題を容易に予期しうる， と説く。
社外弁護士が法律的に色点な難事を事前に予防する役割に適このことは，
さない，とい 彼が社内弁護士と緊密な関係を有し， 後者はうことではない。
社外弁護士に情報を流し続け，将来起こると予想されるより困難な問題１こつ
（１）
いて社外弁護士と相談するであろう。このことIま，社外弁護士を一層効果的
に利用するというもう１つの例であるという。
社内弁護士と社外弁護士との役割と態度のもう１つの根本的差異は， 進ん
で危険を犯すがどうかという点にある，と説く。それは，会社の一員として，
会社の最も重要な目標は利潤をあげ社内弁護士は行動志向型になりやすい。
彼は自社の色念な目標や目的を達成するのを助けるというることであるが，
点に重点を置く傾向がある。
彼は自社の利潤性と利害関係を有しているからである， と説その理由は，
自分への報酬や奨励特別手当やオプショ ソ（Options,株式買入選択権）く。
ｌ３６
等lま， 社外弁護士は弁護依頼人（顔この利潤性に依存しているからである。
弁護依頼人に
無難に行動す
からの利潤マージンには社内弁護士ほど頼っていないし，客）
高額な損失を負わせることに対する責任をとる ことを恐れて，
これとは反対のことを主張するようにならされている。他方，法曹界には，
る優秀な人物がいくらかいる。彼らは次のように主張しているという。 社内
りも時をより注意深くなる傾向があるとし，弁護士は，社外弁護士‘
由としては，
、社内弁護士には，
いない。
⑤現実に会社がこ
社外弁護士よ その理
失ってもかまわない弁護士依頼人がたった１人しか
直接的に自分にふりかかってくるからうむる災難は，
である。特に， 彼が自社の有力株主であったり， 株式買入選択権者の立
場にあったりする場合にはなおさらのことであると。
何も有能な社外弁護士が他にとるべき方策を提案しようとしなところで，
いという（ ては，彼は会社内部の
っている。社内弁護士
当る」式の態度と，技
という。ところが社内
しかしながら，この点に関しては，というのではない。
業務に関する知識を持たないので， 少食ハンディを負っている。
と社外弁護士が共同することによって ｢共同して事に当る」
術面におけるＩ慎重さが完全にもたらされるのである，
弁護士と社外弁護士との間で衝突が起こる可能性はあるがさして重大問題で
はない。社外弁護士は通常，社内弁護士によって精選されるし，両者で衝突
う業務づけられているが普通，があった場合，どちらか一方がやめるよ
弁護士がやめているという。
社外
(1)Ｆ・Seamans：Ｒｅ/α"o"SBC、ﾉｃｃ〃ＣＯや0γαｵCLC“Ｚ、"αグオ腕c"'８ Ａ"CJOzJr-
ｓｉ`ＢＣＣ""ＳＢＩ，mcBzzsf"ｅｓｓＬａｚ(）y”,ｐ、633,ｐ，６３６（April，1960）
会社の方針の設定又は指導の際の社内弁護士の役割 会社には，次
①公共の利益
５
のような種含の圧力が増大しつつあるという。 その圧力とは，
に携われること， ②現代の社会的かつ社会生態学的諸問題に対応することに
③会社のための顧客としての立場を別にして消費者の様☆な協力すること，
社内弁護士対社外弁護士（大矢皀生）１３７
要求に携わること，④そして， 最後ではあるが無視できないのは一般大衆の
代表者に会社の業務の運営に関する発言権を与え， 彼らを取締役会へ参画さ
せるところまでも実行すること。
これは，会社の経営者は，会社の資産や， その様之な活動を，社会的且つ
という要求に直面している。こ
らの１つの挑戦であり，重荷で
社会生態学的に非常に広い分野に配分せよ，
の事実は会社経営の株主，大衆（消費者）
ある。社内弁護士は，この分野において，
して重要な役割を担っていると，説いてし
か つの挑戦であり，
経営者や取締役に対する助言者と
説いている。
一般大衆に対する社内弁護士と社外弁護士の責任６
って，
社内弁護士にと
会社に対する責任と対立するかも知れない一般大衆の第三者に対する
責任に関して=公的責任＝ の論議が盛んになってきているという。 この社内
社内弁護弁護士の公的責任が独立した監査役のそれと同例だとするならば，
士としてよりは，
責任をこうむり。
むしろ独立した専門家や法廷の人として社外弁護士はこの
うむりやすいであろうという。
この公的責任は， 公共の利益に会社が携わるべき責任という見地からすれ
社内弁護士の方が会社の幹部又は経営者とぱ、 しての責任をこうむり易いと
説き， この責任の問題を社内弁護士対社外弁護士の相対的責任の問題とてし
次のように信じると説いている。
、最も重要な責任は，弁護依頼人（顧客）に対してであるか，または社
内弁護士の場合には雇用者の顧客に対してである。
⑤公的責任は，しばしばあいまいであり， かつそれは増加する傾向にあ
ることに留意しながら弁護依頼人や雇用者，顧客に対してこの公的責任
に対応するように促す義務がある。
｡ 現実に存在している外部に対する責任の重荷は， その原理は異なるか
も知れないが，
結論本論文（
社内弁護士と社外弁護士双方にほぼ均等にかかっている。
論文の結論として次のように述べられている。すなわち，会社
法規部が成長し，成熟するにつれて，次のような傾向が起こりつつあるとい
う。
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第１１こ， ろので，社外弁護士は前社内弁護士が 自己の専門知識を利用しう
以上に実際に一層効果的な役割を果たしている。
企業の法社内弁護士と社外弁護士を組糸合わせることによって，第２に，
的保護と指導を得るのに最善の状態にあることができる。
会社の内部と社外弁護士の関係の良き調和があるならば！ 企業そ第３に，
のもの自体は利益をこうむる。
４若干のコメントー結びに代えて
以上が本論文の構成と内容であるが， 以下これにつき若干のコメントを付
しておきたい。
１本論文でと <に強調されている第１１点は， まず，社内弁護士の社内お
ば，社内弁護士の法律専門よび社外における役割についてである。 その役割は，
の補助またはサービス部署としての会社法規部における有効性に内在するも
のであるといえる。
それは，“完全なる会社法規部，，においては，社内弁護士はある種の“お
としての属性に基づく有利性がある。抱えの弁護士',（keptlawyer） すなわ
ち，社内弁護士は社外弁護士よりも的確な事実の認識ができることにあると
いえよう。企業経営者は，企業経営における意思決定はすべて法の枠組
(frameworkoflaw）の中で行なわなければならない。
企業経営における法的危険は， それに対する迅速な予見と適切な知識に加
えて， 法律専門家による事実の認識に基づく法的助言と法的勧告等によって
初めてその多くが未然に回避できるものである。 それは，予防法学 (preven-
というこtivelaw）の実践であり，
とである。
さらに迅速に法律事務の処理ができる，
ところが，このよ うな社内弁護士の有効性を発揮するために， 理論的に－
ターーでは見不要と思われるいわば部外者である社外弁護士を＝ピンチヒッ
なく， むしろ積極的に活用していることの必要性が説かれている。 会社法規
社内弁護士対社外弁護士（大矢息生） 1３９
部の出現とその拡張が社外弁護士を効率的に活用することになった。 社外弁
護士と社内弁護士とは相互仁補ない， 強め合うことができるからである。
本論文で強調されている第２の点は， 社外弁護士の地位を認識したうえで，
社内弁護士と社外弁護士が＝共同して事に当る＝式の態度で，相手方の不利
性をカバーすると共に， 双方が相互に協力体制をとることによ りより充実し
こよって，社た会社法規部が運用される，ということである。そうすることによって，
外弁護士が以前にまして効果的な役割を果たすことになり， さらに社内弁護
士と社外弁護士を組承合わせることによって企業のよ り一層の法的保護が可
き調和ができるならば能となる。そのうえ， 社内弁護士と社外弁護士とのよ
企業そのもの自体は企業の＝予防法務よ
（1）
多く享受了することであろう。
り経営戦略的機能＝上の利益をより
(1)なお，この点の詳細については，
５号（1980年刊）に発表予定
大矢息生述「社内弁護士Ⅲ」比較法制研究第
